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1 R6.6.20 R6.6.28
2024年5月28日、東京都調布市長が東京都に来た際の記録及び配布資料、並びに公用車の駐車
記録が分かる文書

1
実施機関では作成及び取得しておらず、存在し
ないため

総務局総務部
総務課

2 R6.6.20 R6.7.1
「東京都総務事務センター運営及びサービス拡大業務委託」技術審査会における各審査委員
の評価点数内訳（各事業者分）（公示日：2024年4月15日）

2 1
総務局人事部
職員事務課

3 R6.6.28 R6.7.8
令和６年６月25日付６総人権人第261号「部落差別を助長・誘発するおそれのあるインター
ネット上の投稿の削除要請について（依頼）」

1 1
総務局人権部
人権施策推進
課

4 R6.6.25 R6.7.10

（１）令和５年度特別区事務処理特例交付金に係る実績報告書（各特別区）（２）令和４年
度特別区事務処理特例交付金に係る実績報告書（各特別区）（３）令和３年度特別区事務処
理特例交付金に係る実績報告書（各特別区）（４）令和２年度特別区事務処理特例交付金に
係る実績報告書（各特別区）（５）令和元年度特別区事務処理特例交付金に係る実績報告書
（各特別区）

5 1
総務局行政部
区政課

5 R6.6.25 R6.7.10

（６）平成30年度特別区事務処理特例交付金に係る実績報告書（各特別区）（７）平成29年
度特別区事務処理特例交付金に係る実績報告書（各特別区）（８）平成28年度特別区事務処
理特例交付金に係る実績報告書（各特別区）（９）平成27年度特別区事務処理特例交付金に
係る実績報告書（各特別区）（10）平成26年度特別区事務処理特例交付金に係る実績報告書
（各特別区）（11）平成25年度特別区事務処理特例交付金に係る実績報告書（各特別区）
（12）平成24年度特別区事務処理特例交付金に係る実績報告書（各特別区）（13）平成23年
度特別区事務処理特例交付金に係る実績報告書（各特別区）（14）平成22年度特別区事務処
理特例交付金に係る実績報告書（各特別区）（15）平成21年度特別区事務処理特例交付金に
係る実績報告書（各特別区）（16）平成20年度特別区事務処理特例交付金に係る実績報告書
（各特別区）（17）平成19年度特別区事務処理特例交付金に係る実績報告書（各特別区）
（18）平成18年度特別区事務処理特例交付金に係る実績報告書（各特別区）（19）平成17年
度特別区事務処理特例交付金に係る実績報告書（各特別区）（20）平成16年度特別区事務処
理特例交付金に係る実績報告書（各特別区）（21）平成15年度特別区事務処理特例交付金に
係る実績報告書（各特別区）（22）平成14年度特別区事務処理特例交付金に係る実績報告書
（各特別区）（23）平成13年度特別区事務処理特例交付金に係る実績報告書（各特別区）
（24）平成30年度特別区事務処理特例交付金に係る実績報告書（各特別区）

1 保存期間の満了に伴い、廃棄したため
総務局行政部
区政課

6 R6.5.30 R6.7.10

（1）平成22年12月17日付22総防対第479号　特別区及び多摩の地域における東京都総合防災
訓練合同実施区市町村の選定方法について（通知）
（2）令和６年度　東京都・区合同総合防災訓練について
（3）令和５年４月19日付５総防対第28号　令和６年度東京都総合防災訓練の合同実施につい
て（依頼）

3 1
総務局総合防
災部防災戦略
課

7 R6.5.30 R6.7.10 東京都・板橋区合同防災訓練に対して東京都から都立学校への参加依頼文及び回答書 1
実施機関では作成及び取得しておらず、存在し
ないため

総務局総合防
災部防災戦略
課

8 R6.7.1 R6.7.11
私（開示請求者）が提起した、審査請求事件に関する文書全て。処分庁からの意見書、東京
都から処分庁への照会文書等、名称を問わず全て。

1 1

(条例第7条第2号)
特定の個人を識別することができるもの又は特
定の個人を識別することができないが権利利益
を侵害するものであるため

総務局総務部
法務課

9 R6.7.4 R6.7.18

税務訴訟　行政　発生（令和６年上半期）
税務訴訟　行政　終了（令和６年上半期）
税務訴訟　民事　発生（令和６年上半期）
税務訴訟　民事　終了（令和６年上半期）
審査請求「発生」事件名一覧〔税務関係〕（令和６年 上半期）
審査請求「完結」事件名一覧〔税務関係〕（令和６年 上半期）
ただし、以下の情報を除く。
１　特定の個人・法人・団体の氏名、名称及び住所並びにこれらを特定できる情報
２　納税者の保有する不動産等の所在地、家屋番号、建物番号及び納税通知書番号等特定の
個人・法人・団体を識別できる税務情報
３　本税額、滞納税額、延滞金額、差押財産の内容等特定の個人・法人・団体を識別するこ
とはできなくても、公にすることにより、なお当該個人等の権利利益を害するおそれがある
税務情報

6 1
総務局総務部
法務課

10 R6.7.9 R6.7.19 道路改修工事（４三－伊ヶ谷港）令和６年７月４日付変更（第５回） 207 1
総務局三宅支
庁土木港湾課

11 R6.7.8 R6.7.22 令和６年度非常勤職員の報酬額について 2 1
総務局人事部
制度企画課

12 R6.7.9 R6.7.23
・2024年6月22日（土）に小池百合子知事が行った八丈町での行政視察に関する、旅費、日
程、その他関係資料すべて。

1
実施機関では作成及び取得しておらず、存在し
ないため

総務局行政部
振興企画課
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13 R6.6.10 R6.7.23 会計年度任用職員の状況（知事部局・男女別） 1 1
総務局人事部
人事課

14 R6.6.10 R6.7.23

１　ハローワークに提出した大量離職通知書（提出していない場合はその理由が分かるも
の）
２　雇用形態別の職員と離職者の男女別人数
　※離職者数は大量離職通知書と同様の基準でお願いします。
　※雇用形態の区分は、常勤職員、再任用職員、任期付き職員、会計年度任用職員、臨時的
任用職員、でお願いします。
（１）雇用形態別在職者数（男女別に）のうち、臨時的任用職員
（２）雇用形態別離職者数（男女別に）
３　会計年度任用職員の公募/採用状況
（２）公募応募者総数（在職者+新規）と採用者総数（在職者＋新規）（男女別に）
　※全体および職種別（例：事務職、保育士等、放課後児童指導員、看護師、相談員、技
能・労務職員、給食調理員、教員・講師、図書館職員、など）と職場別でお願いします。
（３）在職者（再度任用）の応募者数と不合格者数（男女別に）
　※全体および職種別（例：事務職、保育士等、放課後児童指導員、看護師、相談員、技
能・労務職員、給食調理員、教員・講師、図書館職員、など）と職場別でお願いします。
４　離職者への再就職支援措置など
※総務省マニュアルと大量離職通知書を踏まえてお願いします。
（１）再就職先援助のためにとった措置および再就職支援体制と従事した職員数
（２）再就職先確保の状況（男女別に）

1
実施機関では作成及び取得しておらず、存在し
ないため

総務局人事部
人事課

15 R6.6.10 R6.7.23

（１）令和５年４月１日現在　都職員の構成
（東京都人事委員会）
（２）会計年度任用職員の任用等に関する規則
（平成２７年１月２０日規則第７号）

東京都情報公開条例第１８条第２項に規定する
「都の図書館等図書、資料、刊行物等を閲覧に
供し、若しくは貸し出すことを目的とする施設
において管理されている公文書であって、一般
に閲覧させ、若しくは貸し出すことができると
されているもの」に該当する公文書であり、開
示請求の対象とはならないため。
東京都情報公開条例第１８条第２項に規定する
「インターネットによる公表情報等」に該当す
る公文書であり、開示請求の対象とはならない
ため。

総務局人事部
人事課

16 R6.7.17 R6.7.31 旅費請求内訳書 1 1 1

(条例第7条第2号)
個人に関する情報で特定の個人を識別すること
ができるため（他の情報と照合することによ
り、特定の個人を識別することができることと
なるものを含む。）

総務局総務部
総務課

17 R6.7.17 R6.7.31 知事の行政視察について（取材案内）（令和６年７月４日） 5 1
総務局総合防
災部防災管理
課

18 R6.7.17 R6.7.31 旅費請求内訳書及び東京都タクシーチケット（控） 17 1 1

(条例第7条第2号)
個人に関する情報で特定の個人を識別すること
ができるため（他の情報と照合することによ
り、特定の個人を識別することができることと
なるものを含む。）

総務局総合防
災部防災管理
課

19 R6.6.18 R6.7.31
ノヤギ駆除事業に関する文書
令和5年度父島ノヤギ排除事業戦略会議（第1回）議事次第・資料
令和5年度父島ノヤギ排除事業戦略会議（第2回）議事次第・資料

198 1
総務局小笠原
支庁土木課

20 R6.6.18 R6.7.31

ノヤギ駆除事業に関する文書
令和5年度父島ノヤギ排除事業戦略会議（第1回）出席者名簿
令和5年度父島ノヤギ排除事業戦略会議（第1回）議事録
令和5年度父島ノヤギ排除事業戦略会議（第2回）出席者名簿
令和5年度父島ノヤギ排除事業戦略会議（第2回）議事録

80 1 1 1

(条例第7条第2号)
特定の個人を識別することができるため
(条例第7条第3号)
法人等に係る情報で、公にすることにより法人
等の事業運営上の地位が損なわれると認められ
るため

総務局小笠原
支庁土木課


